
論点①

・目的：「開発途上国で最も貧しい人々に
リーチする市民社会の事業を強化するもので
あるとともに、英国政府の援助に英国国民の
意思を反映させ、国民に国際開発課題に関与
する機会を与えるもの。」

・２０１３～２０年実績：英国民４５０万人が寄付（内
３８％が新規）、２１か国５８事業、１１８０万人の受
益者、英国ＯＤＡや国際開発課題に関するＵＫエイド
マッチのメッセージは２０億ビュー。（各団体が動画等
を作成し、露出度の高い寄付募集を展開）※２０１３年
～１６年：£１２０million（約２００億円、内約１００
億円が英国政府負担）

・現在の募集要項：１団体当たり£４million（約６．６
億円、内約３．３億円が英国政府負担）
コンセプトノート⇒プロポーザル⇒採択

事例：UK Aid Match（英国）

特徴は、プロボノ（企業・団体等）と
連携することにより、ビュー数値（関
係人口）を担保している点にある。

（１）ジャパン・エイド・マッチ（ＮＧＯマッチングファンド）

「国民の声を反映させた国民一人ひとりが主役のＯＤＡ」

寄付 ODA

開発インパクト
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ＯＤＡ支持拡大

寄付 ODA

⇒無償内ＮＧＯ予算（Ｎ連・ＪＰＦ）を増額すべき。
⇒ＮＧＯ活動環境や開発教育実施体制を拡充すべき。

資金と支持拡大
の好循環

・世界の人道課題や人間の安全保障、 ＳＤＧｓ、ＯＤＡに
対する関心を最大限に高める。（⇔内向き思考）

・開発資金の最大化（⇔限られたＯＤＡ資金／厳しい財政）

・対象事業募集、採択
案件に対する国民か
らの寄付額に応じて
ＯＤＡでマッチング。

・全国ネットワークＮＧＯコンソー
シアムが事務局を担い、広報実施。

（２）全国約８００の国際協力ＮＧＯとの連携

なぜＮＧＯによるＯＤＡ事業にはアンチコメントが少ないのか？

市民・国民参加が、
国際基準であることは
言うまでもなく、

・人間の安全保障への支持
・ＮＧＯへの「参加・交流人口」拡大⇒ＮＧＯ理解と支持が促進

例：ボランティア、寄付、開発教育、スタディツアー等

「国民参加」がＯＤＡの在り方を変える

・プロボノ参加による
理解促進最大化。

【垂直援助時代⇒水平協力時代】
日本のＮＧＯの課題解決能力を高めることは、国内諸課題の
解決を促進し、成熟した市民社会形成に貢献。

全国のＮＧＯは、市民・国民が日常生活の中で開発協力や
ＯＤＡに参加できる限られた「ＯＤＡの窓」

現状の日本の政策は、
益々国民から離れるＯＤＡへ

参考：48.1%のNGOは国内外で活動

現状・N環：0.85億円（2021）←1.42億円（2015）
・NGO補助金：0.08億円（2021）←0.30億円（2011）



論点②
グランドバーゲンを
踏まえた新しい日本の
援助の形「現地化促進」「国際協力人材育成」

（１）ＮＧＯ技術協力プロジェクト（Ｎ技）の新設

1. テーマ募集（外務省）

例① シリアの教育環境向上
例② フィリピンの保健環境向上
例③ グアテマラの若者の生計向上

3. 重点課題公示（外務省）

2. テーマ提案

4. 申請

5. 契約交渉・契約合意

6. 相手国政府合意

7. 事業開始

10. 事業終了
9. 評価（内部・外部）

「現地ＣＳＯを熟知している日本のＣＳＯがＪＶ方式で事業を
おこなうことで、『ローカリゼーション（現地化）』を加速
しながら、国・州規模の開発インパクトを生み出す技術協力
プロジェクトスキーム」

・ＮＧＯから提案されたテーマに基づき、外務省が、国別に重
要課題を公示、ＮＧＯが調査・提案を行い、解決案を提示。
政府の下請け的なＮＧＯの参画ではなく、対等なパートナー
シップのもとＮＧＯの力を最大限引き出した上で実施。

・競争入札を行い、費用対効果の高い案件を選定するとともに
可能な限り、長期・柔軟性が高い契約を行う。

・日本・相手国ＣＳＯ各１団体以上で、可能な限り多くの団体
による「集合的な力」での課題解決を目指す。

8.日本・相手国CSOによる
各国でのプロジェクト広報

市民・国民に近いCSO
自身が各国で広報を行う。

日本・相手国の市民・国民に近いＣＳＯ自身が、各国でプロ
ジェクト広報を行い、ＯＤＡの支持者を増やすとともに、国
際基準のアカウンタビリティを果たす。

Ｎ技イメージ

（２）ＮＧＯ－ＪＰＯ（ＮＪＰＯ）の新設
「日本のＮＧＯの海外事業地において、二年間の実務経験を
得て、現場経験豊富な国際協力のプロフェッショナルを育成」

募集・採択（年一回）

ＮＪＰＯイメージ

・年約１００人、約３５０万円／人（人件費・受入経費、
諸経費含む）を想定

ＮＧＯ
海外駐在

「現場経験豊富な国際協力のプロフェッショナルを育てる」
日本のＮＧＯの海外事業地で二年間の実務経験＋語学研修

（難民キャンプ、被災地、都市スラム、農村等）

企業
海外駐在

外務省
大使館

国際機関
ＪＰＯ

大学院
修士博士

日本・相手国
CSO共同申請

現地政府・
地域調整

参考：国連ＪＰＯ派遣：①３５歳以下、②修士号、③職務経験２年以上、④英語 リボルビングドア

・NGOだからこそ、課題の最前線で開発・緊急の事業管理を
学ぶことができる。ＮＧＯでの就職や国連ＪＰＯをはじめ、
国際協力業界に人材を輩出する。

国連ＪＰＯを通じて、国連職員も視野に

世界各国の
ＪＰＯ同士
の学び合い・
人脈形成重視

卒業生を
横ぐしで
つなぐ


